






































る。この転換方向は. 1985 年 9月. G 5 のプラザ合意以降の急激な円高・ド


























































題』ミネルウ.ァ書房， 198 年，第 5章参照。
(2) これらの「報告」のうち，主なものは次のものである。国際協調のための経済構造調
整研究会『報告書~ (所謂「前川レポートJ) 1986 年 4 月，産業構造審議会総合部会企画
小委員会 W21 世紀産業社会の基本構想一産業構造の国際協調化と創造的知識融合化に
むけて一~ 1986年 5 月，経済審議会『経済審議会建議ー構造調整の指針一~ (新「前
川レポートJ) 1987 年 5 月，経済企画庁編『世界とともに生きる日本一経済運営 5 カ年
計画一 J 大蔵省印制局， 198 年 5 月。



























































































































































































































































































































































































































型J. 後者は. I植民地型」されている(同「企業都市の性格と地域経済J r都市問題研究~ 18 





員労働組合. 1970 年 6月.70-----71 ページ)。遠藤宏一氏は，地域独占を許している都市を「企
業都市J. その上に地域支配までされている都市を「企業城下町」とされている(同 Ir 日









後日本の都市類型化の試みJ r中央大学90周年記念論文集・文学部~ 1975 年 9 月)。この点
でいえば. I素材工業型J. I組立工業型J. I繊維工業型J. I鉱山型」等の都市類型も考えら
れよう。さらに中村精氏は，産業構造的視角と都市工業のあり方という地域的視角とから，
「先端産業都市J. I工業集積都市地帯J. Iコンビナート都市J. I企業城下町J. I地場産業
都市」の 5類型に分けられている(同「産業構造の変化と都市の対応J r都市問題~ 70 巻 6
号. 197 年 6 月. 19-----21 ページ)。その他，立地する都市の地理的位置によって. I大都市
圏型J. I地方圏型」や. I臨海型J. I内陸型J. また都市機能によって. I母都市型J. I衛星
都市型J. I周辺都市型J. さらに同一産業でも資本系列による類型化(たとえば自動車産業









① 日本人文科学会『近代鉱工業と地域社会の展開』東大出版会， 195 年。
① 日本人文科学会『近代鉱工業と地域社会』東大出版会， 1956 年。
① 東北大学文学部社会学研究室「産業都市の構造分析一釜石市を手がかりとしてー」
東北社会学研究会『社会学研究~ 17 号， 195 年。
① 日本人文科学会『技術革新の社会的影響』東大出版会， 1963 年。
① 徳本正彦・依田精一『石炭不況と地域社会の変容』法律文化社， 1963 年。
①宮本憲一編『講座 地域開発と自治体』全 3巻(1.大都市とコンビナート・大阪，
2. 公害都市の再生・水俣， 3. 開発と自治の展望・沖縄)，筑摩書房， 1977~79年。
① 上原信博編『地域開発と産業構造』御茶の水書房， 197 年。
① 北川隆吉編『日本の経営・地域・労働者(上)， ("下u 大月書庖， 1980~81年。
① 館逸雄編『巨大企業の進出と住民生活』東大出版会， 1981 年。
⑪福島大学地域開発研究会編『企業合理化過程における産業都市の経済的社会的変動











40 号， 1985 年 3 月。
⑬遠藤宏一『地域開発の財政学』大月書庖， 1985 年。
⑪ 日本科学者会議編『テクノポリスと地域開発』大月書庖， 1985 年。
⑬ 宮本憲一監修『国際化時代の都市と農村』自治体研究社， 1986 年。
⑬ 島崎稔他編『重化学工業都市の構造分析』東大出版会， 1987 年。
@ 都丸泰助他編『トヨタと地域社会』大月書庖， 1987 年。
@ 上原信博編『先端技術産業と地域開発』御茶の水書房， 198 年。
@ 井上孝男・伊藤維年編『先端産業と地域経済』ミネルヴァ書房， 198 年。




る調査報告書~ 1982 年 3 月，などを参照。
(4) 遠藤，前掲書(注 2 の⑬)， 44~46ページ。



















































































(7) たとえば， 1987 年度の日本の輸出総額は32 兆2，231 億円であるが，このうち上位10 社で




いる(~財政金融統計月報~ 198 年 8月， 11 ページ， ~有価証券報告書』各社)。
(8) 宮本憲一『環境経済学』岩波書庖， 1989 年， 130--141 ページ。
(9) この点については，前掲拙稿(注 1)①作)の第 4節参照。




















は， I構造調整」政策における第 8 次石炭政策の意味を確認したうえで，
これまでに至る戦後石炭政策展開過程での高島炭鉱の位置と，同鉱閉山の
経緯及び地域経済と町財政へのインパクトについて検討しておこう。
(1) r経済構造調整」政策と第 8 次石炭政策











































高島鉱は石鉱審答申をまたず，その前日， 1986 年1 月27 日に， 105 年にわ
たる炭鉱の歴史を閉じたのである。








































①|②|③|④ ⑤ ⑥ 
⑦ 104 ・8 ⑧



























































































































































195 60 65 70 
、洲市中円J~~1~~~0r:





第 l期 0950 年代後半"'60 年代前半) 炭鉱「合理化」とスクラップ・ア
ンド・ピルド政策によって輸入原油と価格的に対抗しようとしたが，次第に
限定的保護へと後退を余儀なくされた時期。
第 2期 (1960 年代半ば"'70 年代半ば) 石、油への全面依存と石炭鉱業の「漸
次徹退」へと転換し閉山を強化するとともに，国家資金による肩代りによ
って財関系大手資本の他部門転換と社会的摩擦の回避を進めた時期。












は195 年の端島との合併時の16.9 千人から， 60 年20.9 千人， 65 年19.8 千人と
ピークに達した。長崎湾外に浮かぶ小島である高島は，端島と併せても1.24 
凶の面積しかなく，当時の人口密度16.9 千人/凶は，実に全国一の超過密都
市を出現させたのである。この間、世帯数は195"'6 年の10 年間に， 3，426 
→5，062 世帯 (1.48 倍)，小学生数は195"'62 年の 7年間に2，301 →3，67 人 O.





































































































































































(資料)三菱鉱業セメント高島炭砿史編纂委員会編『高島炭砿史』同社， 198 年， r資料編」
等より作成。
80 75 70 65 60 195 
炭鉱都市の「崩壊」と地域・自治体(1) 17 
る。ことに1964 年には端島坑でガス爆発事故がおこり，深部を水没放棄した
ため数百名の大幅人員削減を出した(図 3)。これを契機に，表 2 にみられ
るように，以後町人口も減少に転じ，その一方地方税の比重も低下して高島町
表 1 主な財政指標の推移(高島町)
E子一一一一一三度 1961 67 
地 方 税 百万円 123 205 
% 59. 54.2 
地 方 交 付 税 % 0.5 13.2 
国・県支出金 % 13.8 12.7 
地 方 債 % 10.4 13.1 
人 件 費 % 19.8 25.3 
普通建設事業費 % 43.0 37.2 
財政力指数 1. 13 0.84 
公債費比率 % 8.9 8. 
(資料)r決算状況」各年度。
表 2 人口と産業別就業者数の推移(高島町)
M-¥---! 1960 65 
人 口(ゆ 20 ，938 19 ，825 
(指数) 100 94.7 
労働力人口 7，549 100.0 7，041 100.0 
就業者数 7，330 97.1 6，927 98.4 
第 l次産業 35 0.5 65 0.9 
第 2 次産業 5，768 76.4 5，301 75.3 
鉱 業 5，002 66.3 4，431 62.9 
建設業 627 8.3 639 9.1 
製造業 139 1.8 231 3.3 
第 3 次産業 1. 527 20.2 1， 558 22.1 
卸-小売業 613 8.1 586 8.3 
サービス業 723 9.6 667 9.5 
その他 191 2.5 305 4.3 
分頬不能 3 0.0 
失 業 者 219 2.9 114 1.6 

















73 79 85 87 
21 281 436 249 
21. 7 19.8 19.1 7.6 
42.8 52.0 36.7 32.8 
24. 1 16.8 21. 0 13. 
5. 7 1.9 5.7 1.1 
25.0 28.3 21. 2 14.7 
31. 6 24.6 29.4 14.7 
0.3 0.21 0.31 0.26 
10. 1 5. 1 4. 5. 7 
(単位:人，指数， %) 
75 80 85 
8，232 6，596 5，923 
39.3 31.5 28.3 
3，203 100.0 2，922 100.0 2，760 100.0 
3，024 94.4 2，807 96.1 2，643 95.8 
19 0.6 18 0.6 22 0.8 
2，068 64.6 1， 966 67.3 1， 827 66.2 
1， 773 55.4 1， 780 60.9 1， 690 61.2 
231 7.2 158 5.4 116 4.2 
64 2.0 28 1.0 21 0.8 
934 29.2 823 28.2 794 28.8 
325 10.1 301 10.3 283 10.3 
345 10.8 290 9.9 309 11. 2 
264 8.2 232 7.9 202 7.3 
3 0.1 










































































































この間，町口人は， 1975----80年の間に， 8，232→6，596人(ム20%) と減少





〉之( 「合理化」の内容 備 考人員削減
第 1次 ①深部放棄，浅部転換 ム890 名(ム3%) -三菱大夕張と合併.i三菱石炭鉱業」
0973 年 2 月) ①人員大幅削減 職 員 ム 31 として発足 0973.12)
①作業態様の是正 本 鉱ム765 -端烏閉山 0974. 1)
(新職種制度など) 臨時員ム 94
第 2 次 ①人員の大幅削減 ム376 名(ム2%) -ガス爆発事故(死者 2. 負傷者24.
0975 年 6 月) ①基準内・外賃金「見直し」 職 員 ム 37 1975) 
①作業態様是正 本鉱ム318
(作業弾力化など) 臨時員ム 21 -石鉱審「第 6 次答申J{園内炭を可能
①出動管理体制の強化 下請ム470 名{ム38%) な限り活用する基本理念.1975.7)
第 3次 ①総人員不変のまま，出炭を2.00tl
097 年 2 月) 日→2.50tl 日体制へ
①人員配置の「見直し」
①職種間流動化
第 4 次 ①基準外賃金他カット .i 原価低減法本策」
097 年 6 月) (月収ベースム6.1%) -夕張新鉱でガス爆発
①福利厚生取扱の縮減 (死者93.18 1.10) 
(月収ベースム1.4% 捻出) -石鉱審「第 7 次答申J{国内炭の20
①人員配置，超勤取扱「見直し」 万 t体制を目指す.198 1.8) 
第 5 次 ①操業日数の確保 {*規模不明) .i 危機突破対策」
0983 年12 月) ①賃金「是正」 -新選炭機工事完成 (36 億円.1983.9)
①福利厚生取扱いの「見直し」
①下請の人員削減*
第 6 次 ①操業規模の縮小 ム27 名(ム17%) .i 緊急経営改善絞本策」
0985 年 7 月) {年間75 万 t→68 万 t体制へ) 職 員ム 13 -ガス爆発事故
①人員削減 本鉱ム150 (死者11.重傷6.1985.4)
①賃金カット(ム3.4%) 臨時員 6. 7 南大夕張でガス爆発
①福利厚生取援L、「見直し」 下 請 ム 57 (死者62.1985.)
①各種経費節減 -高島閉山提案 0986.1)




表 4 収支状況等の推移(高島町) (単位:百万円)
訟ご空 I E E N V 百1970-----72 1973-----75 1976-----78 1979-----81 1982-----84 1985-----87 
歳入総額 2，234 3，276 3，91 4，609 6，284 8，097 
歳出総額 2，205 3，235 3，937 4，542 6，171 7，953 
実質収支 29 40 54 67 13 14 
単年度収支 24 2 7 ム3 13 10 
積 立 金 17 241 298 326 390 629 
積立金とりくずし額 4 34 209 23 O 931 
実質単年度収支 37 25 96 125 403 ム292
経常収支比率(%) 67.5 64.2 64.5 62. 7 65. 62. 
財政力指数 0.48 0.27 o. 19 0.2 0.25 0.29 






























表 5 主要な目的別・性質別歳出の推移(高島町) (単位:%.百万円)
h之と I E E N V u 1970-----72 1973-----75 1976-----78 1979-----81 1982-----84 1985----87 
民生費 1.9% 14.% 14.% 14.5% 9.6% 7.2% 
目
衛生費 13.2 13.4 21. 0 14.5 19.2 12.8 
的 教育費 12. 1 13.2 10.9 8.4 8.0 5.3 
別
土木費 31. 4 16. 11. 8 7.9 17. 10.2 
公債費 7. 7.2 5.6 5.6 4. 4. 
人件費 25.3 26.4 27.0 28.0 21. 6 18.2 
性
物件費 12. 7 10. 7 8.3 10.6 8.3 6.8 
質 扶助費 2.4 6. 6.3 6.1 3.4 1.9 
7J1j 普通建設事業費 38. 24.8 25.1 26.7 30. 17.0 
積立金 0.8 7.4 7.6 7.2 6.3 3.4 
ぷ口為 計 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 
(百万円) 2，205 3，235 3，937 4，542 6.17 7，953 
(名目伸び率) 46.7 21. 7 15.4 35.9 28.9 






















(1) たとえば，日本経済新聞社編『新・日本経済』同社， 198 年は， 1逆風をはねの
けて，道を切り拓いていく日本経済のパネの強さ」を称賛し，これを「北風の経済
学J(2"-' 3ページ)，と名付けている。
(2) 1前川レポート」を出した国際協調のための経済構造調整研究会 (1 経構研J)は，
中曽根元首相の私的諮問機関にすぎなかった。それが1986 年 4 月，東京サミット前
の中曽根ーレーガン会談での対米公約となり，さらにこれを受けて87 年 5 月経済審
議会報告(新「前川レポートJ) が出され，事前に国会での討議を経ないまま政府
の公的な方針としてかつてに l人歩きしてきたものである。第 2 次臨調の場合もそ
うだが，産業の「空洞化」の前に，議会と民主主義の「空洞化」が拡大していたの
である。
(3) 1前川レポートJ1986 年 4 月 5ページ。
(4) 1985 年度について，日本の国内炭生産量は1，645 万トン，うち原料炭は398 万トン
126 経営と経済
であるが，これをドル換算すると 4 億 1千万ドルになる。この分を仮りに全部アメ
リカからの輸入に振りかえたとしても，その額は同年度のアメリカ対日貿易赤字額








審議状況についてJ 1986 年 5 月 2 ページ。
(6) 石炭鉱業審議会「今後の石炭政策の在り方について(第 8 次答申)J 1986 年1 月，
5ページ。





高と地域経済JI (九州経済白書 1986年度版) ，同協会， 1987 年も，主として九州ブ
ロック内の主要産業について実証分析を試みている。もっとも，炭鉱業については
分析がない。また，産業「空洞化」と雇用問題との関係については，富沢賢治他編




『賃金と社会保障.n97 号， 198 年 2 月上旬号，河北新報社編集局『新過疎時代』
ぎょうせい， 1986 年，を参照。
(9) なお，戦後の石炭政策について，矢田俊文『戦後日本の石炭産業』新評論， 1975 
年は，次の 4 期に時期区分している (21-24 ページ)。第 1 期 0957"-'61 年度)
炭鉱都市の「崩壊」と地域・自治体(1) 127 
メジャーと圏内石炭資本との競争的共存の時期，第 2期(1962--65 年度) 圏内炭
の敗北を認めた限定的保護政策期，第 3期(前半196--68 年度，後半1969--73 年度)
漸次的撤退とその加速期，第 4 期(1974 年度以降) 縮小規模での生産維持政策期。
たしかに，細かく時期区分をすれば，第2期を独立させることはできるであろう。




速されている。高島に続いて三井砂川鉱(1987 年 7 月)，北炭真谷地鉱(同10 月)
が相ついで閉山に追いこまれ，かつ残った各炭鉱でも人減らし， r合理化」に入っ
ている。さらに， 198 年 9 月には，約1，30 人の人員と年10 万トンの石炭生産を行
ってきた北炭幌内鉱(三笠市)が閉山の予定である。そうなると圏内の炭鉱は九州
の三池，池島(長崎県)，北海道の太平洋，赤平，空知，三井芦別，三菱南大夕張



























(11) 高島町制30 周年記念史編纂部会編『高島町政30 年の歩み』高島町役場， 1978 年， 75 
ページ， 129 ページ。
同以上は，三菱鉱業セメント(株)総務部社史編纂室編『三菱鉱業社史JI 1976 年， 917 
~919ページ。三菱鉱業セメント制高島炭砿史編纂委員会編『高島炭砿史.ll 1989 年，
444~447ページ。木村徹「石炭産業J (日本エネルギー経済研究所編『戦後エネル
ギー産業史」東洋経済新報社， 1986 年， 297 ページ。大槻文平編著『私の三菱昭和








(1 今 川崎茂『日本の鉱山集落』大明堂， 1973 年， 209 ページ。
(1 の 吉岡健次「地方財政の危機についてJ(小谷義次・吉岡健次・宮本憲一編『国家
と財政の理論』青木書庖， 1973 年)， 196--197 ページ。
(本稿は，日本生命財団助成研究による， I長崎県の離島・高島の炭鉱閉山による社
炭鉱都市の「崩壊」と地域・自治体(1) 129 
会的ストレスと住民の健康に関する追跡調査研究J((代表・斉藤 寛》の成果の一部
である。)
